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令和4年から、あと施工アンカー
が使用できるようになりました。
令和４年３月３１日に告示第１０２４号第1第十四号の改正
がありました。

「あと施工アンカー」について、
「既存の鉄筋コンクリート造等の部材とこれ を補強するた
めの部材との接合に用いるもの」

「鉄筋コンクリート造等の部材 と構造耐力上主要な部分で
ある部材との接合に用いるもの」

適用可能な建築物 及び使用できる部位を拡大されました。
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使用できる「あと施工アンカー」は
許容応力度が大臣に指定された
ものに限られます。

あと施工アンカーの接合部の許容応力度及び材料強度が
強度指定書に示された数値で設計する。

あと施工アンカーのうち接着系あと施工アンカー（注入方式
カートリッジ型）が、技術的知見が明らかになったことから
強度指定される。

強度指定されたあと施工アンカーは（一社）建築性能基準
推進協会のホームページに公開される。
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残念なことに
強度指定を受けたあと施工アンカーが、まだありません。

（一社）建築性能基準推進協会のホームページより
https://www.seinokyo.jp/anchor/top/
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2025年4月（予定）から
4号特例が変わります。

建築基準法第６条の４（建築物の建築に関する確認の特例）特定の条件を満た
していれば、建築確認審査の一部を省略できるという規定です。

4号特例が認められる建築物は、法6条第1項四号の建築物で建築士が設計し
たもの。国内で一般的な木造住宅の在来軸組工法２階建てはほぼ該当する。。

特殊建築物（不特定多数が利用する建築物）ではなく、木造２階建て以下の建
物、延床面積が500㎡以下の建物、建物高さが13m以下もしくは軒高さが9m
以下の建物が対象であった

４号特例制度は、建築行政職員の体制が限られており人員が不足する中、建
築確認や完了検査が十分に実施できなかったことなどを背景に1983年に導入
されました。その後、1998年の建築基準法改正による建築確認・検査の民間

開放等によって、建築確認・検査の実施率が格段に向上し続ける一方で、同制
度を活用した多数の住宅において不適切な設計・工事監理が行われ、構造強
度不足が明らかになる事案が断続的に発生したことなどを受け、制度の見直し
が検討されてきました。
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延面積
階数

200㎡以下 200㎡超
500㎡以下

500㎡超

3以上 2号建築物 2号建築物 2号建築物

2 4号建築物※ 4号建築物※ 2号建築物

1 4号建築物※ 4号建築物※ 2号建築物

延面積
階数

200㎡以下 200㎡超
500㎡以下

500㎡超

3以上 2号建築物 2号建築物 2号建築物

2 2号建築物 2号建築物 2号建築物

1 3号建築物※ 2号建築物 2号建築物

建築基準法第６条
1号 特殊建築物（学校、病院、共同

住宅、百貨店など）で当該部分の
面積が200㎡を超えるもの

2号 木造建築物で3以上の階数を有
し、又は延べ面積が500㎡、高さ
が13mもしくは軒高が9mを超え
るもの

3号 木造以外の建築物で2以上の階
数を有し、または延べ面積が200
㎡を超えるもの

4号 上記以外

改正後の建築基準法第６条
1号 特殊建築物（学校、病院、共同

住宅、百貨店など）で当該部分の
面積が200㎡を超えるもの

2号 前号に揚げる建築物を除くほか、
2以上の階数を有し、又は延べ
面積が200㎡を超えるもの

3号 上記以外（平家200㎡以下）

改正前（木造建築物） 改正後（非木造・木造共通）

：審査対象
（都市計画区域外も含む）

：構造等の審査省略あり
※ 都市計画区域外は確認対象外
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階高の高い木造建築物などの増加を踏
まえた構造安全の検証法の合理化

建築基準法第20条第1項第二号
高さが60m以下の建築物のうち、第6条第1項第二号に掲げる建築物（高さが
13ｍ又は軒の高さが9ｍを超えるものに限る。）又は同項第三号に掲げる建
築物（地階を除く階数が4以上である鉄骨造の建築物、高さが20ｍを超える鉄
筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物その他これらの建築物
に準ずるものとして政令で定める建築物に限る。）次の基準のいずれかに適
合するものであること。

高さが60m以下の建築物のうち、木造建築物（地階を除く階数が4以上である
もの又は高さが16ｍを超えるものに限る。）又は木造以外の建築物（地階を
除く4以上である鉄骨造の建築物、高さが20ｍを超える鉄筋コンクリート造又
は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物その他これらの建築物に準ずるものとし
て政令で定める建築物に限る。）次の基準のいずれかに適合するものである
こと。

許容応力度等計算（ル－ト２）、保有水平耐力計算（ル－ト３）が必要

改正前

改正後

木造の建築物で3以上の階数を有し、又は延べ面積が500㎡、
高さが13ｍ若しくは軒の高さが9ｍを超える
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階高の高い木造建築物などの増加を踏
まえた構造安全の検証法の合理化

建築基準法第20条第1項第三号
高さが60m以下の建築物のうち、第6条第1項第二号又は第三号に掲げる建
築物のその他その主要構造部（床、屋根及び階段を除く。）を石造、れんが造、
コンクリートブロック造、無筋コンクリート造その他これらに類する構造とした
建築物の高さが13m又は軒の高さが9ｍを超えるもの（前号に掲げる建築物
を除く。）次の基準のいずれかに適合するものであること。

高さが60m以下の建築物のうち（前号に掲げる建築物を除く。）のうち、第6条
第1項第一号又は第二号に掲げる建築物（木造の建築物にあっては、地階を
除く階数が3以上であるもの又は延べ面積が300㎡を超えるものに限る。）次
の基準のいずれかに適合するものであること。

改正前

改正後

許容応力度計算（ルート１）が必要！

木造以外の建築物で2以上の階数を有し、又は延べ面積が
200㎡を超えるもの
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階数 延床面積
200㎡以下

延床面積
200㎡超500㎡以下

延床面積
500㎡超

3以上 許容応力度計算 許容応力度計算 許容応力度計算

2 壁量計算
（審査省略）

壁量計算
（審査省略）

許容応力度計算

1 壁量計算
（審査省略）

壁量計算
（審査省略）

許容応力度計算

高さが13m以下又は軒の高さが9ｍ以下の木造建築物
改正前

高さが16m以下の木造建築物
改正後

階数 延床面積
200㎡以下

延床面積
200㎡超300㎡以下

延床面積
300㎡超

延床面積
制限なし

4以上 許容応力度等計算 許容応力度等計算 許容応力度等計算 許容応力度等計算

3 許容応力度計算 許容応力度計算 許容応力度計算 許容応力度等計算

2 壁量計算
（審査対象）

壁量計算
（審査対象）

許容応力度計算 許容応力度等計算

1 壁量計算
（審査省略）

壁量計算
（審査対象）

許容応力度計算 許容応力度等計算
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木造建築物における省エネ化等による
建築物の重量化に対応するための必要
壁量等の基準（案）

令和4年2月1日の社会資本整備審
議会の答申において省エネ化等に
伴って重量化している建築物の安
全性の確保のため、必要な壁量等
の構造安全性の基準を整備するこ
とが示され、基準（案）の概要が取
りまとめられました。
今後、政省令・告示等の検討を進
め、パブリックコメント等の手続きを
経た上で確定し令和5年秋頃の公
布、令和7年4月からの施行予定。
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木造建築物における省エネ化等による建築物の
重量化に対応するための必要壁量等の基準（案）

方法1： 個々の建築物の荷重の実態に応じてより精緻に検証する方法
地震力に関する必要な壁量の基準について当該建築物の荷重の
実態に応じて計算により求める方法を次式のとおり位置づけること
とする。

当該階の床面積当たりの必要壁量＝（Ai✕Co✕Z✕Rt✕Σwi）／（Qo✕Afi）

方法2： 簡易に必要な壁量を確認する方法
令第46条第4項表2と同様に、簡易に必要な壁量を確認する方法と
して新たにZEH水準等の建築物に対応する必要な壁量の基準に
位置づける

方法3： 構造計算により安全性を確認する方法
昭和62年建設省告示第1899号に定める構造計算（許容応力度・
使用上の支障，層間変形角，ねじれ［木造のみ］の確認）により
安全性を確認する方法
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木造建築物における省エネ化等による建築物の
重量化に対応するための必要壁量等の基準（案）

方法2： 簡易に必要な壁量を確認する方法
令第46条第4項表2と同様に、簡易に必要な壁量を確認する方法と
して新たにZEH水準等の建築物に対応する必要な壁量の基準に
位置づける

階の床面積に乗ずる数値
（単位 1㎡につきセンチメートル）

階数が1の
建築物

階数が2の
建築物の1階

階数が2の
建築物の2階

階数が3の
建築物の1階

階数が3の
建築物の2階

階数が3の
建築物の3階

重い屋根 15 33 21 50 39 24
軽い屋根 11 29 15 46 34 18
ZEH水準 25 53 31 81 62 36

ZEHは従来値と比較すると1．6倍（53／33）とかなり地震力が増加する
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